
政策コメンテーター報告（第１回、意見照会期間：2014年８月22日～９月４日）　奥山恵美子：仙台市長

選択式
回答

記述式回答

1-1

　現在の経済状況について、関
連する業界、地域等の現状や
ご自身の知見・経験等を踏ま
え、3か月前(5月下旬から6月上
旬)と比べて①良くなっている
か、②悪くなっているか選んで
いただき、その理由をデータや
具体的な事例とともに300字以
内でご記入ください。

1-２
　今後の経済のリスク要因につ
いて、300字以内でご記入くださ
い。

－

　震災による被害を受けた仙台・東北地域においては、復興需要の減少により、これまで復興に向け地域経済を先導してきた
建設業を中心に経済が落ち込むことを懸念している。また、今後顕著になる人口減少や高齢化は、労働力や人材の不足、人
件費高騰などを引き起こし、復興需要の減少により落ち込んだ地域経済をさらに停滞、縮小させる恐れがあるものと認識して
いる。

２-1

　安倍内閣の目指す、経済の
好循環シナリオについて、ご意
見があれば、300字以内でご記
入ください。

２－２

　設備投資・企業収益、賃金・
雇用、そして消費の拡大につい
て、それぞれ進展しているとお
考えになるか、「Yes」、「No」で
選び、その理由及び今後の課
題等を300字以内でご記入くだ
さい。

①設備投資・企業収益の増加

Yes

　全国的には、設備投資や企業収益は弱いながらも増加基調にあるものと思われる。一方、仙台・東北地域では、震災被害
の復旧・復興に向けて一定程度の設備投資や企業収益の一時的な増加が見られたが、経済を活性化させる十分なレベルま
では達していない状況にある。今後は消費の落ち込みや原材料価格高騰などから厳しい見通しとなっており、生産活動の活
発化による設備投資や企業収益の確保に向け、地域産業の特色を踏まえた各種政策の取組みが必要である。

質問事項

経済動向

　全国的には、消費税率引上げ後の反動減から緩やかな回復基調にあるとの認識が示されているが、仙台・東北地域では、
復興需要減少の影響もあり各種経済指標や経済状況調査結果を見ると消費税率引上げ後の反動減からの回復が大都市圏
ほど進んでいない。このことから、政府による経済対策の効果を実感しにくい状況にある。

景気回復の拡大に向けた取組

－

　全体的な経済状況を見る限りでは、大都市圏を中心に経済の好循環が図られているものと思われる。しかし、中小企業の割
合の高い仙台・東北地域においては、震災後の地域経済をけん引してきた復興需要の減少が企業の生産活動を鈍化させ、ま
た、資材価格高騰や人件費高騰が企業収益を減少させており、そのため十分な所得や消費の拡大にまで至っておらず、国の
経済対策による効果は限定的であると考えている。政府においては、これまでの経済対策を継続するとともに、地域の特色に
応じた経済活性化策にも取り組む必要がある。
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②賃金上昇・雇用拡大 Yes

　全国的には、賃金や雇用は上昇・拡大傾向にあり、仙台・東北地域においても類似の傾向にあると認識している。経済が活
性化するためには、安定的な雇用確保と所得の拡大による消費拡大が求められるが、震災の被害があった仙台・東北地域が
今後持続的に成長していうえでは、安定期な雇用の確保に加えて最低賃金の引き上げなどを通じた所得自体の底上げを図
り、安定した消費拡大につなげていく取組みが必要である。

③個人消費の拡大 Yes

　全国的には、拡大傾向にあった個人消費は、消費税引き上げ後の反動減からの持ち直しは弱含みであると思われる。一
方、仙台・東北地域においては、復興需要の減少に伴う生産活動の低下が企業収益を減少させることにより、所得の伸び悩
みが見られており、消費税率引上げ後の個人消費の持ち直しは全国と比べてさらに鈍い状況にあるものと実感している。地
方においては、地域の特色を活かした消費拡大に向けた取組みが求められるとともに、政府においては、地方へ消費を波及
させる取組みが必要である。

２-３

　昨年、経済の好循環に向け
て、政労使会議が立ち上がり、
「経済の好循環実現に向けた
取組」との文章がまとめられま
した。
  その中に記載されている4つ
の取組（賃金上昇、中小企業等
支援、非正規雇用労働者の処
遇改善、生産性向上・人材育
成）について、取組が進んでい
るとお考えになるか、「Yes」、
「No」で選び、その理由及び今
後の課題等を300字以内でご記
入ください。

Yes

　賃金の上昇傾向やフルタイム労働者の割合増加、政府によるキャリア形成支援制度の周知など、各取組みは一定程度進
んでいるものと思われる。仙台・東北地域においては、事業所の大部分を占める中小企業や小規模事業者の安定的な活動
の継続は、雇用確保と賃金上昇につながる。特に、中小企業のうち小規模事業者に対する施策については、新たな法律の制
定に伴って、具体的な取組みが早急に示されることへの期待が高まっていることから、国においては、特に人材確保に悩む東
北の被災地の中小企業、小規模事業者の持続的な業績向上につながる効果的な取組みの早期開始を講じていただきたい。

3
　その他、政府の政策課題等に
ついて、ご意見があれば、300
字以内でご記入ください。

質問事項

２－２

自由テーマ

－

　震災の被災地では、一日でも早い復興に向け懸命に取り組んでいるが、未だ途上にある。今後政府に求められるのは、消
費税率引き上げをはじめとする一連の政策効果の表れ方が、中央と地方、大企業と中小企業などで異なっていることを意識し
ながら、地方における経済の回復に向けた取組みを進めることであると考える。政府においては、各地域の実情に応じた戦略
的かつ柔軟な経済対策の展開をお願いしたい。


